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人事労務分野の情報機関である産労総合研究所（代表・平盛之）は、このたび「2022年度 決定初任給調査」を

実施しました。本調査は1961（昭和36）年より毎年実施しています。 

 

調査結果によれば、「初任給を引き上げた」企業は41.0％、「初任給を据え置いた」企業が55.4％であった。前回2021年

度調査と比較すると、「引き上げた」が10ポイント以上増加し、その分「据え置いた」が減少した。 

また、2022年度の決定初任給額は、大学卒（一律）で210,854円、高校卒（一律）で173,032円であった。 

 

 

 

１.【初任給の改定状況】 

 2022年４月入社者の初任給を「引き上げた」企業は41.0％（2021年度調査29.8％）、「据え置いた」企業は55.4％（同

65.7％）。「引き上げた」企業の割合はコロナ禍前の2019年度水準（50.6%）までは戻っていないが1割以上増えた。 

 

２.【初任給引上げ、据え置きの理由】 

 初任給を引き上げた理由は、「人材を確保するため」の63.2％が最多。据え置いた理由では「現在の水準でも十分採

用できる」の54.4％が最多となった（複数回答）。 

 

３.【決定初任給額の水準】 

 2022年度の学歴別の決定初任給額は、職種やコースによる格差がなく、一律に決定している企業の場合、大学卒で

210,854円、高校卒で173,032円であった。 

 

４.【新入社員の夏季賞与（付帯調査）】 

 新入社員に対して「何らかの夏季賞与を支給する」企業は全体の8割を超え、83.0％。 

 夏季賞与・一時金の平均支給額は、大学卒で89,334円、高校卒で73,848円。 

  

2022年度 決定初任給調査 

初任給を引き上げた企業は1割増の41.0％ 

引き上げた理由は「人材を確保するため」が過半数 

主なポイント 

調査要領 
当社会員企業および上場企業から一定の方法で抽出した3,000社に対して、2022年4月に調査票を郵送して回

答を依頼し、305社から回答を得た。 
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１ 初任給の改定状況 

●2022年4月入社者の初任給を「据え置いた」企業が増加 

2022年4月入社者の初任給の改定状況については、初任給を引き上げた企業が41.0％（前回調査29.8％）、据え置

いた企業が55.4％（同65.7％）。コロナ禍前の2019年度水準（50.6%）までは戻っていないものの、引き上げた企業

が11.2ポイント増えた。他方、「据え置いた」企業は10.3ポイント減少した。 

 企業規模別に「引き上げた」企業の割合をみると、1,000人以上企業（以下、大企業）が61.8％、300～999人企

業（以下、中堅企業）が47.5％、299人以下企業（以下、中小企業）が23.4％。いずれの規模でも引き上げた割合

は増加したが、規模が大きいほど引き上げた割合は高い（図表１－１、１－２）。 

 

 

図表１－１ 初任給改定状況の2022/2021年調査の比較 

 

 

 

図表１－２ 2022年4月入社者に対する初任給の改定状況 
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●前回2021年調査

（単位：％，（ ）内は社数）

調 査 計 100.0 (305) 41.0 55.4 ― 1.0 2.6

2021 年 調 査 100.0 (329) 29.8 65.7 0.3 0.9 3.3

1,000 人 以 上 100.0 (76) 61.8 35.5 ― 1.3 1.3

300 ～ 999 人 100.0 (101) 47.5 51.5 ― ― 1.0

299 人 以 下 100.0 (128) 23.4 70.3 ― 1.6 4.7

製 造 業 100.0 (121) 55.4 41.3 ― ― 3.3

非 製 造 業 100.0 (184) 31.5 64.7 ― 1.6 2.2

その他 無回答規模・産業
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（社数）

初任給を
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2022年度 決定初任給調査の調査結果概要 



 

 

２ 初任給引上げ・据え置きの理由 

●初任給引上げの理由は「人材の確保」63.2％、据え置きの理由は「現在の水準で十分」54.4％ 

 初任給を引き上げた企業に対し、その理由を尋ねたところ、「人材を確保するため」63.2％が最も多く、次いで

「在籍者のベースアップがあったため」が45.6％などとなった（複数回答）。規模別にみると、「人材を確保する

ため」は大企業が68.1％と前回（58.6％）から約10ポイント増えたことが注目される（図表２－１）。 

 一方、初任給を据え置いた企業にその理由を尋ねた結果は、「現在の水準でも十分採用できるため」54.4％が最

も多く、次いで「在籍者のベースアップがなかったため」30.2％などとなっている（図表２－２）。 

 

 

 

図表２－１ 初任給を引き上げた理由（初任給を引き上げた企業=100，複数回答） 

 

 

 

 

 

図表２－２ 初任給を据え置いた理由（初任給を据え置いた企業＝100，複数回答） 

 

  

（単位：％，（ ）内は社数）

規模・産業
人材を確保

するため

在籍者の

ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟが
あったため

初任給の据置

きが長く続い
ていたため

その他 無回答

調 査 計 100.0 (125) 63.2 45.6 9.6 9.6 2.4

2021 年 調 査 100.0 (98) 61.2 44.9 10.2 10.2 6.1

1,000 人 以 上 100.0 (47) 68.1 44.7 8.5 6.4 2.1

300 ～ 999 人 100.0 (48) 58.3 54.2 8.3 8.3 2.1

299 人 以 下 100.0 (30) 63.3 33.3 13.3 16.7 3.3

製 造 業 100.0 (67) 62.7 44.8 10.4 11.9 1.5

非 製 造 業 100.0 (58) 63.8 46.6 8.6 6.9 3.4

合　計

（社数）

（単位：％，（ ）内は社数）

規模・産業
現在の水準

でも十分採用
できるため

在籍者の

ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟが
なかったため

新卒採用は

しないため
その他 無回答

調 査 計 100.0 (169) 54.4 30.2 11.2 11.8 5.3

2021 年 調 査 100.0 (216) 54.2 36.1 10.2 7.9 7.4

1,000 人 以 上 100.0 (27) 55.6 33.3 3.7 11.1 11.1

300 ～ 999 人 100.0 (52) 59.6 38.5 1.9 15.4 ―

299 人 以 下 100.0 (90) 51.1 24.4 18.9 10.0 6.7

製 造 業 100.0 (50) 52.0 26.0 14.0 12.0 6.0

非 製 造 業 100.0 (119) 55.5 31.9 10.1 11.8 5.0

合　計

（社数）
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３ 決定初任給額の水準 

●2022年4月入社者に対する決定初任給は、一律の場合、大学卒210,854円、高校卒173,032円 

2022年度の初任給額をみると、職種やコースによる格差がなく、一律に初任給を決定している企業の場合、大学

卒は210,854円、高校卒は173,032円であった。 

職種やコース（総合職と一般職、広域勤務と地域限定勤務など）で初任給額に格差を設けている場合の「最高額」

と「最低額」は、大学卒で「最高額」225,166円、「最低額」201,578円、高校卒で「最高額」182,183円、「最低額」

169,815円だった（図表３）。 

 

図表３ 2022年度決定初任給 

 

 

 

調査名 2022年度 決定初任給調査 

調査機関 産労総合研究所 調査時期  2022 年４月初旬～５月下旬 

調査対象 
当社の会員企業および上場企業から一定の方法で抽出 

した3,000社。 

●集計企業の内訳(別表) 
（単位：％、（ ）内は社数） 

規  模 合 計 製 造 業 非製造業 

合  計 100.0 （305） 39.7 （121） 60.3 （184） 

1,000 人以上 100.0 （ 76） 42.1 （ 32） 57.9 （ 44） 

300〜999 人 100.0 （101） 42.6 （ 43） 57.4 （ 58） 

 299 人以下 100.0 （128） 35.9 （ 46） 64.1 （ 82） 
 

調査方法 郵送によるアンケート調査方式 

回答状況 締切日までに回答のあった 305 社について集計。集計企業の内訳は別表を参照。 

留意点 決定初任給とは、本採用後支払われる所定内賃金月額のことを指す。ただし通勤手当、時間外手当等は除く。 

 

（単位：円，（ ）内は社数）

最高額 最低額

調 査 計 237,560 230,840 210,854 225,166 201,578 186,285

(79) (152) (209) (80) (78) (114)

1,000 人 以 上 252,809 238,030 217,269 231,790 206,978 188,081

300 ～ 999 人 229,241 227,502 210,330 222,491 198,887 183,975

299 人 以 下 226,618 225,124 207,134 223,095 200,220 186,506

製 造 業 計 244,790 230,553 210,749 224,560 199,959 182,066

非 製 造 業 計 231,507 231,143 210,930 225,442 202,298 190,217

最高額 最低額

調 査 計 194,679 173,032 182,183 169,815 191,597 193,349

(116) (172) (38) (31) (87) (43)

1,000 人 以 上 199,238 176,269 183,531 171,700 192,929 190,907

300 ～ 999 人 192,066 171,470 182,500 166,311 191,397 193,900

299 人 以 下 191,432 172,077 181,232 171,755 190,291 195,200

製 造 業 計 189,495 170,676 174,921 165,366 184,471 188,250

非 製 造 業 計 201,521 175,804 186,420 172,624 195,952 197,020

規模・産業

規模・産業
高専卒
技　術

高校卒，事務・技術 専修・専門技術学校卒

一　律
格差あり

2年修了 3年修了

博士 修士 一　律
格差あり

大学院卒 大学卒，事務・技術
短大卒
事　務

調査要領 
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●2022年4月入社者への夏季賞与の支給状況と支給額 

付帯調査として、新入社員の夏季賞与の支給状況および支給額についても聞いている。賞与には算定期間がある

が、4 月入社の新入社員の場合、その期間の途中、もしくは過ぎてからの入社がほとんどだろう。試用期間の捉え

方によっても、夏季賞与の取扱いは変わってくる。 

 

そのなかで、2022 年 4 月入社の新入社員に対する夏季賞与の支給状況について尋ねたところ、「何らかの夏季賞

与を支給する」企業は 83.0％、「支給しない」企業は 8.2％であった。夏季賞与を支給する企業の支給方法をみる

と、「一定額（寸志等）を支給」65.2％が 6 割以上となっている（図表４－１）。 

平均支給額は、全体では、大学卒 89,334 円、高校卒 73,848 円。「一定額（寸志等）を支給」の場合では、大学

卒 76,052 円、高校卒 65,300 円であった（図表４－２）。 

 

 

図表４－１ 新入社員に対する夏季賞与・一時金の支給状況 

 
 

図表４－２ 夏季賞与・一時金の支給金額（何らかの夏季賞与を支給する企業） 

 

（単位：％，（ ）内は社数）

一定額

（寸志等）
を支給

在籍期間の

日割計算
で支給

日割以外の

一定割合
で支給

日割＋

一定割合
または一定

額
調 査 計 100.0 (305) 83.0 65.2 17.8 11.9 2.0 8.2
2021 年 調 査 100.0 (329) 83.3 63.1 19.7 11.3 2.2 9.1

1,000 人 以 上 100.0 (76) 82.9 60.3 20.6 19.0 ― 9.2

300 ～ 999 人 100.0 (101) 88.1 71.9 9.0 9.0 4.5 6.9

299 人 以 下 100.0 (128) 78.9 62.4 23.8 9.9 1.0 8.6

製 造 業 100.0 (121) 91.7 71.2 19.8 7.2 0.9 2.5

非 製 造 業 100.0 (184) 77.2 60.6 16.2 15.5 2.8 12.0

（注）　「支給の有無」および「支給方法」についての「その他」と「無回答」は省略した。

夏季賞与は

支給しない

支給方法（支給する=100，複数回答）

規模・産業
合　計

（社数）

何らかの

夏季賞与を
支給する

（単位：円，（ ）内は社数）

一定額

（寸志等）
を支給

在籍期間の

日割計算
で支給

日割以外の

一定割合
で支給

日割＋

一定割合また
は一定額

その他

大 学 卒 89,334 76,052 106,663 127,088 143,025 254,600

(170) (122) (25) (17) (4) (2)

高 校 卒 73,848 65,300 88,077 93,594 90,000 225,050

(116) (87) (16) (10) (1) (2)

規模・産業 平均

支給基準別支給金額

新入社員の夏季賞与（2022年度 決定初任給調査 付帯調査）  

新入社員にも「何らかの夏季賞与を支給」8割 

平均支給額は大学卒89,334円、高校卒73,848円 


